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（注） 資料内の「年度」表記は4月から翌年3月までの期間を指します。
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01 決算概要①

 連結売上高は、2014(平成26)年度以来、3年ぶりの増収
 連結経常利益は、2015(平成27)年度以来、2年ぶりの増益
 連結決算は、2014(平成26)年度以来、3年ぶりの増収増益

2017年度 2016年度 増減

(A) (B) (A-B) (A-B)/B
売上高 28,533 26,035 2,497 9.6
営業利益 1,365 1,364 0 0.0
経常利益 1,285 1,214 70 5.8
特別損益（※） △233 302 △536 ―

親会社株主に帰属する当期純利益 743 1,146 △402 △35.1

2017年度 2016年度 増減
(A) (B) (A-B) (A-B)/B

売上高 25,971 23,897 2,074 8.7
営業利益 1,147 1,172 △25 △2.2

経常利益 918 991 △72 △7.3
特別損益（※） △223 ― △223 ―

当期純利益 485 720 △234 △32.6

【連結】

【個別】

(億円,%)

(億円,%)

(億円未満切り捨て)

(億円未満切り捨て)

※ 2017年度：減損損失 2016年度：持分変動利益

（注）連結対象会社数 2017年度 連結子会社 32社(＋3社) 持分法適用会社 27社(＋3社)     ［（ ）内は前期差］

※ 2017年度：減損損失



02 決算概要②

〈連結売上高〉
 燃料費調整額の増加や、再エネ特措法に基づく賦課金や交付金の増加などから、前期に比べ 2,497億円増加

【連結売上高の変動要因】

Copyright © CHUBU Electric Power Co.,Inc. All Right Reserved.

26,035

28,533 

１,１８４

６７１

６４１

20,000

25,000

30,000

2017年度

売上高

燃料費調整額の増加
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再エネ特措法賦課金の増加 ＋４３２億円
再エネ特措法交付金の増加 ＋２３９億円

関係会社の売上増など
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賦課金や交付金の増加

その他

2016年度

売上高



03 決算概要③

【連結経常利益の変動要因】

〈連結経常利益〉
 期ずれ差益が期ずれ差損に転じた影響はあるが、効率化の進展や関係会社の利益増などから、前期に比べ 70億円増加
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期ずれ除き
経常利益

1,150程度

期ずれ除き
経常利益

1,470程度

燃料調達の効率化 ＋１００億円
修繕費・その他経費等の削減 ＋１５０億円

期ずれを除いた利益の増加（＋３２０程度）

関係会社の利益増など
効率化の進展

その他

2016年度

経常利益

電気 △２３０億円
ガス △２０億円



04 販売電力量

〈販売電力量〉
 首都圏での販売拡大に加え、自動車関連・半導体の生産増や、冬季の気温が前年に比べ低めに推移したことによる暖房設備の

稼動増はありましたが、競争の進展による他事業者への切り替えの影響などから、前期に比べ 0.3%減少し 1,214億kWh 

2017年度
(A)

2016年度
(B)

増減

(A-B) (A-B)/B

販売
電力量

低圧 388 388 0 0.0

高圧・特別高圧 826 830 △4 △0.5

合計 1,214 1,218 △4 △0.3

(億kWh,%)

グループ合計の販売電力量（※） 1,253 1,242 11 0.9

[参考]
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※ 当社および連結子会社の販売電力量を記載しております。
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05 発受電電力量および燃料諸元

〈発受電電力量〉

■水力 出水率が前期を下回ったことから、 1億kWh減少
■融通・他社 送電 卸供給が増加したことなどにより、 16億kWh増加
■融通・他社 受電 再生可能エネルギーの買取量が増加したことなどにより、 26億kWh増加
■火力 販売電力量の減少および上記の結果などにより、 22億kWh減少

2017年度
(A)

2016年度
(B)

増減

(A-B) (A-B)/B

発受電
電力量

自社

水力
(出水率)

85
(98.7)

86
(99.8)

△1
(△1.1)

△0.3

火力 1,080 1,102 △22 △2.0

原子力
(設備利用率)

△2
(―)

△2
(―)

△0
(―)

1.6

新エネルギー 0 0 0 6.8

融通・他社（※）
送電 △78 △62 △16 25.3

受電 186 160 26 16.0

揚水用 △12 △11 △1 16.9

合計 1,259 1,273 △14 △1.1

(億kWh,%)

※ 融通・他社は、期末時点で把握している電力量を記載しております。

2017年度
(A)

2016年度
(B)

増減
(A-B)

原油CIF価格 （$/b） 57.0 47.5 9.5

為替レート （円/$） 110.9 108.4 2.5

【燃料諸元】

※2017年度の
原油CIF価格は速報値



（参考）燃料費調整制度の期ずれ影響のイメージ（実績）
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06

平均燃料価格
（燃料費調整額の諸元）燃料調達価格

（燃料費の諸元）

2016/4 2017/4 2018/4

差損
△190億円

差益
60億円

基準燃料価格

（注）金額については、ガス供給事業の期ずれ影響も含んでおります。

＜2016年度＞ ＜2017年度＞
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07 2018年度業績見通しの概要①

2018年度予想
(A)

2017年度実績
(B)

増減

(A-B) (A-B)/B

売上高 29,500 28,533 970程度 3.4

営業利益 1,450 1,365 85程度 6.2

経常利益 1,350 1,285 65程度 5.0

特別損益(※) － △233 230程度 －

親会社株主に帰属する当期純利益 1,000 743 260程度 34.5

(億円,％)

【参考：個別】

〈業績見通し〉
 連結売上高は、販売電力量の減少はあるものの、燃料費調整額の増加などから、増収
 連結経常利益は、販売電力量の減少はあるものの、経営効率化の進展などから、増益

なお、期ずれを除いた利益は、1,500億円程度となる見込み

【連結】

2018年度予想
(A)

2017年度実績
(B)

増減

(A-B) (A-B)/B

売上高 26,400 25,971 430程度 1.6

営業利益 1,250 1,147 100程度 9.0

経常利益 1,150 918 230程度 25.1

特別損益(※) － △223 220程度 －

当期純利益 850 485 370程度 75.1

(億円,％)

・ 売上高は、2017(平成29)年度に続き、2年連続の増収
・ 経常利益は、2017(平成29)年度に続き、2年連続の増益

※ 2017年度：減損損失

※ 2017年度：減損損失
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08 2018年度業績見通しの概要②

2018年度予想
(A)

2017年度実績
(B)

増減

(A-B) (A-B)/B

低圧 360 388 △28 △7.2

高圧・特別高圧 813 826 △13 △1.6

合計 1,173 1,214 △41 △3.4

※1 当社および連結子会社、ならびに持分法適用会社の
販売電力量を記載しております。

※2 燃料費に対する変動影響額を記載しております。
なお、原油CIF価格および為替レートの変動については、
平均燃料価格が変動する場合に燃料費調整制度が
適用され、収入に反映されます。

※3 LNG価格は原油価格の影響を受けることから、
影響度合を考慮して算定しております。

【主要諸元】

(※2,3)

(※2)

2018年度予想 2017年度実績

原油CIF価格 （$/b） 65程度 57.0

為替レート （円/$） 110程度 110.9

原子力利用率 (％) ― ―

（販売電力量） (億kWh,％)

（その他の主要諸元）

（主要諸元の変動影響額）

2018年度予想 2017年度実績

原油CIF価格 （1$/b） 70 80

為替レート （1円/$） 55 55

出水率 （1％） 8 7

金利 （1％） 45 45

(億円)

グループ合計の販売電力量 (※1) 1,230 1,253 △23 △1.8

[参考]



09 （参考）燃料費調整制度の期ずれ影響のイメージ（年度見通し）
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（注）金額については、ガス供給事業の期ずれ影響も含んでおります。
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10 株主還元に関する考え方および当期・次期の配当

〈株主還元に関する考え方〉
■ 株主還元につきましては、電力の安全・安定的な供給に不可欠な設備の形成・運用のための投資を継続的に
進めつつ、財務状況などを勘案したうえで、安定配当に努めていくことを基本といたしております。

〈当期(2017年度)の配当〉
■ 2017年度の期末配当金につきましては、継続的に取り組んでいる経営効率化の進展などによる収支の改善に加え、
中長期的な財務状況や経営環境などを総合的に勘案し、１株につき 20円を予定しております。

〈次期(2018年度)の配当〉
■ 2018年度の配当予想につきましては、今後も、収益源の拡大と、最大限の効率化に努めつつ、
中長期的な財務状況や経営環境などを総合的に勘案し、１株につき 年間40円を予定しております。

2017年度 2016年度

1株当たり中間配当金 15 円 15 円

1株当たり期末配当金 20 円 15 円

合 計 35 円 30 円



経営状況
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経営課題への取り組みと「目指す姿」実現にむけて

エネルギー市場の縮小

働き方改革の必要性の高まり

事業者間の競争激化

ESGの取り組みへの関心の高まり

再生可能エネルギー導入拡大

温室効果ガス削減に向けた国際的枠組みの形成

スマートグリッドの普及

①浜岡原子力発電所における安全性のさらなる向上

③成長に向けた事業基盤の強化と持続的な成長の実現

②新たな時代の安定供給

④環境変化に即応できる事業体制・経営基盤の構築

「経営課題への取り組み」
（４つの重点的な取り組み）

お客さまニーズの多様化

蓄電池技術の進歩

テクノロジーの変化

社会構造の変化

環境意識の変化

事業制度の変化

原子力規制の強化

デジタル技術の進展（ブロックチェーン等）

事業運営・体制の変化

11

2016

目標達成を実現 持続的な成長の実現

経営目標

2018年度までに連結経常利益1,500億円以上

バランスの取れた事業ポートフォリオの構築

経営ビジョン
「目指す姿」

成長に向けた事業基盤の強化

一歩先を行く
総合エネルギー
企業グループ

国内エネルギー
事業

1

新しい成長分野
海外エネルギー
事業 他

1

海外

グループ
会社

送配電

発電
販売

新しい
成長分野

連結経常利益

億円以上

（2020年代後半）

2020年代後半（目指す姿）

連結経常利益2,500億円以上

国内エネルギー
事業

4

海外エネルギー
事業 他

1

2019～2022年度（見通し）

連結経常利益1,500億円以上

経営効率化の徹底

経営効率化の深化

エネルギー事業での収益拡大

新しい成長分野の開拓・事業化

2018 2022 2030

連結経常利益
1,285億円

（2017年度）
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発販分離型モデルへの移行

他事業者

従来の供給エリアを超えて、大規模な事業拡大

を実施

スケールメリットを活かし、より安価で安定的
なエネルギーをお届け

• 卸電力市場を活用した調達による競争力強化
• 販売エリアの拡大
• 多岐にわたる事業者との協業を加速し、
お客さまのニーズに柔軟にお応え

JERAからのみではない柔軟な調達に加え、

幅広い事業者との機動的な協業を実現。

安価なエネルギーに加え、お客さまに寄り添った

サービスを、より多くのお客さまにお届け

中部エリア以外の
お客さま

中部エリアの
お客さま

提携・アライアンス 提携・アライアンス

送配電会社（2020年4月までに分社化）

• 良質な電気の安全・安価で安定的な
お届け

• 高度な電力ネットワークサービスの
実現

• 卸電力市場を活用した全国規模への卸販売拡大
• 他事業者との協業を加速、設備規模を拡大、
収益を向上

（2019年4月に火力発電事業の統合
を完了）

ＪＥＲＡ 販売会社（分社化時期等の詳細については検討中）

 小売り全面自由化や送配電部門の分社化等、発電、送配電、販売をそれぞれ異なる事業とした制度の変更が行
われ、発電、送配電、販売事業者はそれぞれ異なる市場（事業活動エリア、事業パートナー、お客さま）と向
き合うことになりました。

 このため、私たちは火力発電事業のJERAへの統合、送配電・販売部門の分社化により、発電から販売までを一
貫体制にて実施するこれまでの「垂直統合型の事業モデル」から「発販分離型の事業モデル」に移行します。

 事業体ごとに異なる市場に向き合い自律的な取り組みを進めることで、良質なエネルギーの安全・安価で安定
的なお届けに加え、新たなサービスを提供していきます。

12
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浜岡原子力発電所の安全性向上対策

適合性
審査
申請

原子炉設置変更許可申請の審査（設備の基本設計）

工事計画認可申請の審査（設備の詳細設計）

保安規定変更認可申請の審査（運転管理体制等）

新規制基準
適合

許可

認可

認可

国・自治体等との連携強化緊急時における現場対応力の強化

事故収束活動に係る要員の教育・訓練

静岡県主催の原子力防災訓練参加

御前崎海上保安署と連携訓練実施

原子炉設置変更許可申請の主な審査項目と進捗状況

再
稼
働

地
震

津
波
関
係

地質 敷地周辺 敷地内

地震
地下構造 海洋プレート内地震

プレート間地震 内陸地殻内地震

津波 他 津波 火山事象・地盤

プ
ラ
ン
ト
関
係

設計基準

竜巻 火山

外部火災 その他自然現象

内部火災 内部溢水

有効性評価 設備・技術的能力

地震・津波関係審査
許
可

申
請 プラント関係審査

重大事故等対策

耐震・耐津波設計方針

・

凡例： 概ね終了 審議中 今後審議 2018年3月時点

 浜岡原子力発電所は、「福島第一原子力発電所のような事故を二度と起こさない」という固い決意のもと、安
全性向上に向けて設備対策を強化し、原子力規制委員会による新規制基準への適合性審査を受けています。

 さらに、緊急時に設備を有効に機能させるための現場対応力や、万が一に備えた国・自治体等との連携を強化
しています。

 社会の皆さまに、より一層信頼いただける発電所を目指し、さらなる安全性の向上と丁寧な説明に努めます。

浜岡原子力発電所における安全性のさらなる向上

13
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より安全で信頼される発電所を目指して

2020 2021～

原子力安全向上に資する適切な経営判断

原子力
安全向上会議

2014 2017

経営トップ
社内の情報
リスク評価

浜岡の継続的な安全性向上

社外からの
意見・評価

リスクコミュニケーションの強化

訪問対話 意見交換会

発電所キャラバン 発電所見学会

リスクマネジメントの強化ガバナンスの強化
リスクに関する社内外の意見・評価を経営トップが
把握し、リスクマネジメントにつなげる体制を構築し
ています。

第三者によるレビュー・評価

201920182015 2016

24時間365日

専門組織

マルチな能力

+

+

緊急時対応スペシャリストチームの設置・増強

リスクマネジメントの構築（新検査制度への対応）
リスクマネジメント強化
（新検査制度対応）

ロードマップ
リスク情報の活用方法の検討

リスク定量化モデルの構築

新しいリスクマネジメントの仕組みの運用、
継続的な検証と改善

リスク定量化手法の整備・開発

（年度）

▼新検査制度導入

 福島第一の事故を受け、事業者自ら原子力のリスクを正面から見直し、継続的な安全性向上に取り組むため
に、 当社では、経営トップが原子力安全の向上に責任を持ち、ガバナンス、リスクマネジメント、リスク
コミュニケーションを強化しています。

 2020年度に導入される、リスク情報を活用し自主保安を重視する新検査制度への対応を進めていきます。

浜岡原子力発電所における安全性のさらなる向上

14
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再生可能エネルギー導入拡大への対応（電力ネットワークの高度化）

基幹系統

kW

タイムリーかつ細かな地域毎の予測

出力予測

IoT等を活用した
配電系統の最適運用

▶ 地上の推定日射量▶ 気象衛星による観測

▶ 気象衛星画像（可視）

現在の日射量を推定する

SOLASAT 8-Now

出所：日本気象協会 時間

＜衛星画像による日射量予測＞

大規模電源

予測
見直し

出力調整

出力予測の精度向上
(太陽光発電)

最適運用
出力予測・調整

火力

水力

家庭用
蓄電池

産業用
蓄電池

次世代配電系統

風力
太陽光

お客さま

分散型電源

電気の流れ

家庭用
太陽光

電力ネットワークの高度化

2017年度：次世代配電系統構築に向けた実証開始
(豊田市実証プロジェクト）

配電系統の需給バランス一致

中部エリア全体の安定した需給調整

 再生可能エネルギー（分散型電源）の出力変動に対し、出力予測の精度向上を図りつつ、IoT等を活用した
配電系統の最適運用を行います。

 その上で、基幹系統の大規模電源と組み合わせ、中部エリア全体の安定供給を図ります。

新たな時代の安定供給

15



Copyright © CHUBU Electric Power Co.,Inc. All Right Reserved.

事業基盤強化に向けた経営効率化①

【取り組みの具体例：スマートメーターを活用した設備の合理化】

お客さまの契約容量から設備の容量・サイズを

選定

スマートメーターの計量値を基に

お客さまの電気の使用実態に見合った

設備の容量・サイズを選定

決定手法の見直し

：お客さまA
：お客さまB

：お客さまC
：お客さまD

50

40

30

20

10

0

50

40

30

20

10

0

［kVA］ ［kVA］

12

時
24時18時0時 6時

＜設備の容量・サイズの決定方法＞

 導入を進めているスマートメーターの計量値の活用により、お客さまの電気の使用実態に見合った設備を設置することで、
設備利用率の向上や機器コストの削減を図ります。

スマートメーター導入前 スマートメーター導入後

劣化更新時に低圧線サイズを最適化

変
圧
器

低
圧
線

需要増加時の取替工事の抑制

取替工事不要

劣化更新時に容量を最適化

需要増加時の取替工事の抑制

取替工事不要

 経営効率化による事業基盤の強化に向けて、修繕費の削減に継続的に取り組むとともに、再生可能エネル
ギーの導入拡大等による需給構造の変化を踏まえた設備のスリム化を進めていきます。

成長に向けた事業基盤の強化と持続的な成長の実現

16
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事業基盤強化に向けた経営効率化②

【取り組みの具体例：ＬＮＧコンバインドサイクル発電設備の熱効率等の向上】

 当社は、既存のＬＮＧコンバインドサイクル発電設備の効率向上による燃料費の削減にも取り組んでいます。
 さらなる熱効率向上と夏季の出力回復ならびに点検インターバルの延長につなげるため、以下の工事を計画・実施しています。

・川越火力発電所３号系列のガスタービンを新型機種へ取替（完了）
・上越火力発電所のガスタービン高温部品を最新型へ取替（実施中）
・新名古屋火力発電所７号系列のガスタービンを新型機種へ取替（実施中）

 また、新型機種のガスタービンの性能を活用し、太陽光発電の増加などに伴う大きな需要変動にも対応できるよう、
ＬＮＧコンバインドサイクル発電設備のさらなる起動時間短縮や出力変化率の向上に向けた取り組みを進めています。

ガスタービンの発電所構内輸送 新型ガスタービンの据付

成長に向けた事業基盤の強化と持続的な成長の実現

17
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事業基盤強化に向けた経営効率化③

【取り組みの具体例：変電機器の定期点検内容（項目・周期）および部品取替周期の見直し】

 予防保全の観点から定期点検を実施している配電用変電所の変電機器について、過去の障害実績や故障進展フローから、
定期点検の項目を故障時の影響「大・小」※１で分類し必要な点検項目と周期を精査することにより、コスト削減を図っています。

 撤去品活用による加速劣化評価および過去の点検周期延伸以降の障害評価より、定期点検時の交換部品の取替周期を
延伸することにより、コスト削減を図っています。

※１ 影響「大」は供給支障や公衆保安に問題があるもの、影響「小」は運転制約となるものなどに分類

成長に向けた事業基盤の強化と持続的な成長の実現

効率化後

項目毎に点検方法（予防保全の周期延伸、事後保全 等）を効率化

影響大

影響小

効率化前

項目毎に一定周期で点検

※２ 巡視・機器動作試験・活線温度測定・変圧器の異常診断（油中ガス分析）等

断路器動作不良
⇒ 運転制約の恐れ

状態監視※2

＋
予防保全

（周期延伸）

◇定期交換部品の
取替周期延伸
対象：全変電所

◇定期点検内容（項目・周期）の見直し 対象：配電用変電所

＜周期延伸の例＞
遮断器の
電磁接触器取替

電磁
接触器

『遮断器』

『断路器』の
本体点検

『遮断器』の
ブッシング点検

『変圧器』の
圧力リレー点検

『遮断器』の
ブッシング点検

『変圧器』の
圧力リレー点検

『断路器』の
本体点検

リレー誤動作による停電
⇒ 供給支障のリスク

全て予防保全

ブッシングの破損
⇒ 公衆保安に影響

状態監視※２

＋
事後保全

＜取替周期＞
効率化前：18年

↓
効率化後：24年

＜例＞
点検：1回/6年
⇒状態監視＋点検：1回/12年

＜例＞
点検：1回/6年
⇒状態監視＋点検：1回/12年

＜例＞
点検：1回/24年
⇒ 状態監視＋事後保全

18
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JERAにおけるバリューチェーン完成後の成長の加速

【バリューチェーン完成後の取り組み】

燃料ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ・販売 燃料輸送 国内発電

・トレーディングノウハウの国内火力
事業への還元

・ガス/LNG卸販売の拡大

・電力/ガス市場取引、第三者販売の拡大

・コスト競争力強化と低炭素化の両立に

向けた電源ポートフォリオの最適化

・資機材共同調達による合理化

・グローバル市場で競争力のあるO&Mモデル

による効率化

海外発電・エネルギーインフラ
バリューチェーン全体の一体運用による最適化

国際競争力のあるエネルギーを安定的にお届け ・ 中部電力グループの企業価値向上

・再エネ開発の加速
・グローバルレベルのO&Mビジネスの展開

燃料上流 燃料調達

収支水準：2025年度に純利益2,000億円程度

・JERA所有輸送船団の
拡大

【開発出力】

＜現時点＞
65万kW（建設中）

＜2025年度＞
900万kW程度(新規)

【開発出力】

＜現時点＞ 800万kW

＜2025年度＞1,500万kW程度

＜現時点＞16隻

＜2025年度＞25隻程度

＜現時点＞
5件

＜2025年度＞
10件程度

統合によるシナジー効果
1,000億円以上／年（統合後5年以内）

（効率化効果:600億円・収益拡大:400億円）

＜2025年度＞
LNG 3,500万t程度

【投資案件】

世界最大級の燃料取扱規模

 2019年4月に既存火力事業等をJERAへ統合することで、燃料上流・調達から発電、電力・ガスの卸販売にい
たる一連のバリューチェーンが完成します。

 既に統合している燃料・海外発電事業・エネルギーインフラ事業とのシナジー効果を発揮し、各事業領域の成
長を加速し、グローバルなエネルギー企業グループを目指します。

成長に向けた事業基盤の強化と持続的な成長の実現

19
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お客さまに選ばれ続けるエネルギーサービスの提供

首都圏を中心とした
事業拡大

持続的な成長を目指して

サービスの多様化

エネルギーの安定・
安価なお届け

お客さまに
選ばれ続けるために

電力・ガス自由化
以降の競争激化

 豊富なコンテンツを有するwebサービス
 暮らしサポートサービス 等

日々の暮らしに寄り添ったサービス

【ご家庭のお客さま向け】

トータルエネルギーソリューション

【ビジネスのお客さま向け】

パートナー企業・他事業者との
協業等による販売拡大

 プレミアムウォーターとの販売パートナーシップに関する

協議開始（2018年1月）

 喜久屋との販売パートナーシップに関する協議開始
（2018年1月）

大阪ガスと共同でエネルギー等の販売事業会社

「CDエナジーダイレクト」設立（2018年4月）

関西エリアでの電力販売（2018年4月）

等

ガス＆パワーの積極展開
 最適なエネルギー調達
 お客さまニーズに合わせた電気・ガスの最適提案

KDDIとの販売提携

 ガス販売・ポイント連携
(2018年6月開始予定)

 電力販売
(2018年夏頃開始予定)

 自由化された小売市場の中でお客さまに選ばれ続けるために、安定・安価なエネルギーだけでなく、IoT等
も活用したお客さまのニーズにお応えする新たなサービスをお届けしていきます。

 また、持続的な成長を目指し、首都圏を中心とした事業拡大にも取り組んでいきます。

成長に向けた事業基盤の強化と持続的な成長の実現

【販売電力量】
1,253億kWh (2017年度) 

年間1,300億kWhを維持

2020年代後半

【ガス・LNG販売量】
86.3万t (2017年度) 

年間300万tに拡大

【中部エリアでのガス申込み】

2018年度内に

約11.7万件 (2018年4月時点) 

20万件のお客さまを獲得

【首都圏での電力販売】
約21万件 (2018年4月時点) 

2018年度内に

30万件のお客さまを獲得

【2018年度内の目標】【2020年代後半までの目標】

 エネルギーソリューション
 海外での省エネサポート
 開発一体型ソリューション

20
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新しい成長の確立（新しいコミュニティの形の提供）

お客さまひとりひとりの生活の不便に着目し、当社の顧
客基盤やさまざまなデータを活用することで、生活の質
の維持・向上を図るアプローチ

さまざまなデータを活用し、
個人の生活の質の向上を図るサービス

一定範囲の地域単位で働きかけ、エネルギーインフラを
社会課題に応えられるコミュニティサポートインフラへ
と進化させ、お客さまの暮らしを便利で快適にするアプ
ローチ

複数の社会インフラをつなぎ、
進化させることによる地域へのサービス

＝新しい成長分野
を確立

「新しいコミュニティの形」
の提供

２つのアプローチをさまざまに組み合わせ、

技術革新
（第4次産業革命の視点）

社会課題の解決
（ニーズの視点）

中部電力グループの強み
（コアコンピタンスの視点）

新しい
成長分野M&A、アライアンス

による拡大
M&A、アライアンス

による拡大

エネルギー事業で培った
・地域のお客さまとのつながり・信頼関係
・電力インフラの構築・運用ノウハウ
・技術力・提案力とお客さまとの信頼関係を活かした
エネルギーの最適利用による省エネ・省CO2提案
等

 当社グループはエネルギー事業を通じて地域の発展に貢献してきました。コミュニティが抱える社会課題の
解決に寄与するため、「新しいコミュニティの形」の提供に取り組み、成長分野として確立していきます。

成長に向けた事業基盤の強化と持続的な成長の実現
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ＥＳＧ経営の推進（Ｅ）

（Environment）

CO2排出量の削減 お客さま・地域のCO2削減に貢献

環境経営の実践

 再生可能エネルギーの開発・導入拡大
・ 積極的な電源開発
・ 送電線への接続量増加

 火力発電の熱効率向上
・ 世界最高水準の高効率発電機
・ IoTを活用した発電所運用の最適化

 原子力発電の活用

 エネルギーソリューション・省エネサポート

 エネルギーマネジメント
・

 自然との共生

 循環型社会の実現

 地域・世界との連携

「中部電力グループ環境基本方針」のもと、具体的な行動目標としてアクションプランを策定し、環境経営を推進しています。

0.35

0.40

0.45

0.50

【当社のCO2排出原単位の削減イメージ】

(年度)

新名古屋8号運開

上越運開

(kg-CO2/kWh)

0.37kg-CO2/kWh

浜岡停止

2005 2010 2015

CO2排出量の削減

①現状調査 ②分析・評価 ③企画・提案 ④協働(実施)

EVｴｺｷｭｰﾄ太陽光発電蓄電池HEMS

ちゅうでんフォレスターの育成

メガソーラーしみず

西名古屋火力発電所

 社会的責任を果たすとともに、中長期的な企業価値の向上、社会の持続的発展に貢献するため、ESG（環境・社会・ガバナン
ス)に配慮した事業活動を推進しています。

環境変化に即応できる事業体制・経営基盤の構築
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（Social） （Governance）

経済産業省と日本
健康会議が共同で
実施する「健康経
営優良法人2018

（ホワイト500）」
に認定されました。

従業員がいきいきと働くためには、ライフ（心身の健康・充
実した生活）が基盤となるとの考えに基づき、「ライフ・ワーク・
バランス」を推進していきます。
また、地域の皆さまとのコミュニケーションを大切にし、地域の
持続的発展に貢献します。

持続的な成長に向けて、公正・透明性を経営の中心に据え、
コーポレート・ガバナンスの一層の充実に努めています。

2018年4月にリスクマネジメント会議を設置し、当社の経営に
重大な影響を与えるリスクを統合的に管理する体制とします。

従業員に対して

地域社会に対して

働き方改革（生産性向上）
 フレックスタイム勤務制の全社拡大（2018年4月～）
 テレワークの導入（2018年4月～）

健康経営
 全従業員の人間ドック受診（2019年4月～）

ダイバーシティの促進
 女性役付職の2014年度の2倍以上に向けた

継続育成（2020年度）

地域の皆さまとのコミュニケーション
 大学との連携（三重大学等）
 女性モニター（エネルギー施設の見学会等）

リスク管理体制

取締役会

経営執行会議

カンパニー・室部

リスク管理

リスク報告

取締役会

リスク
報告

リスク対応
の方針等

リスクマネジメント会議

連
携

個別リスク管理・業務執行

カンパニー・室部

経営執行会議

全社リスク管理

重要な案件
の付議報告

従来 2018年4月以降

指示

自然災害リスク コンプライアンスリスク市場リスクサイバーリスク ・・・

ＥＳＧ経営の推進（Ｓ・Ｇ）

環境変化に即応できる事業体制・経営基盤の構築

23

社会貢献活動
 電気利用の安全PR

 出前教室・職場体験
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連結収支比較表

2017年度
(A)

2016年度
(B)

増減

(A-B) (A-B)/B

営業収益（売上高） 28,533 26,035 2,497 9.6

営業外収益 278 184 94 51.2

経常収益 28,812 26,219 2,592 9.9

営業費用 27,168 24,670 2,497 10.1

営業外費用 358 334 24 7.3

経常費用 27,526 25,005 2,521 10.1

（営業利益） (1,365) (1,364) (0) (0.0)

経常利益 1,285 1,214 70 5.8

渇水準備金 △0 △3 3 ―

特別損益（※） △233 302 △536 ―

法人税等 284 352 △67 △19.3

非支配株主に帰属する当期純利益 23 22 1 5.2

親会社株主に帰属する当期純利益 743 1,146 △402 △35.1

(億円,%)(億円未満切り捨て)

24

※ 2017年度：減損損失 2016年度：持分変動利益
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個別収支比較表①：営業収益

2017年度
(A)

2016年度
(B)

増減

(A-B) (A-B)/B

電灯電力料 21,453 20,276 1,176 5.8

他社販売電力料(※1) 799 554 245 44.3

託送収益等(※2) 616 305 311 102.1

再エネ特措法交付金 2,273 2,034 239 11.7

その他収益 286 265 20 7.8

電気事業営業収益 25,429 23,435 1,993 8.5

附帯事業営業収益 541 461 80 17.5

営業収益計
（売上高）

25,971 23,897 2,074 8.7

(億円,%)(億円未満切り捨て)

燃料費調整額の増加
＋1,184

再エネ特措法賦課金
の増加

＋432

再生可能エネルギーの
買取電力量の増加

※1 地帯間販売電力料,他社販売電力料

25

市場取引販売の増加

※2 託送収益,事業者間精算収益

ガス供給事業 ＋92

（収入単価の上昇）

【ガス・ＬＮＧ販売量】
84.6万t→86.3万t

＜主な増減理由＞
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個別収支比較表②：営業費用

2017年度
(A)

2016年度
(B)

増減

(A-B) (A-B)/B

人件費 1,810 1,762 48 2.8

燃料費 7,136 6,145 990 16.1

原子力バックエンド費用(※１) 128 133 △5 △3.8

他社購入電力料等(※２) 4,053 3,468 585 16.9

託送料等(※３) 175 100 75 74.6

修繕費 1,849 2,046 △197 △9.6

減価償却費 2,474 2,362 111 4.7

公租公課 1,234 1,238 △3 △0.3

再エネ特措法納付金 2,767 2,334 432 18.5

その他費用 2,667 2,724 △57 △2.1

電気事業営業費用 24,298 22,317 1,980 8.9

附帯事業営業費用 526 406 119 29.3

営業費用計 24,824 22,724 2,099 9.2

(億円,%)(億円未満切り捨て)

数量差 △234

熱効率の向上
△110

火力発電量の減少
△124

単価差＋1,224

※１ 使用済燃料再処理等拠出金費,特定放射性廃棄物処分費,原子力発電施設解体費

※２ 地帯間購入電力料,他社購入電力料,使用済燃料再処理等既発電費支払契約締結分

26

再生可能エネルギーの
買取電力量の増加

※３ 託送料,接続供給託送料,事業者間精算費

ガス供給事業 ＋122

＜主な増減理由＞

火力(定期点検工事
費用)の減少

西名古屋火力発電所
7号系列の償却

年金資産の運用悪化

域外供給の増加
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個別収支比較表③：損益

2017年度
(A)

2016年度
(B)

増減

(A-B) (A-B)/B

営業利益 1,147 1,172 △25 △2.2

営業外収益 108 130 △22 △17.3

営業外費用 336 311 24 7.8

経常収益 26,079 24,027 2,051 8.5

経常費用 25,160 23,036 2,124 9.2

経常利益 918 991 △72 △7.3

渇水準備金 △0 △3 3 ―

特別損失 223 ― 223 ―

法人税等 210 274 △64 △23.3

当期純利益 485 720 △234 △32.6

(億円,%)

電気事業 ＋13

（1,118→1,131）
附帯事業 △38

（54→15）

(億円未満切り捨て)

27

火力発電所等の
減損損失

＜主な増減理由＞
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連結・個別財政状態の概要

2018/3末
(A)

2017/3末
(B)

増減
(A-B)

資産

連結 55,301 54,123 1,178

個別 50,012 49,565 446

負債

連結 37,382 36,875 506

個別 35,561 35,359 202

純資産

連結 17,919 17,247 672

個別 14,450 14,205 244

自己資本比率(%)
連結 31.3 31.1 0.2

個別 28.9 28.7 0.2

有利子負債残高
連結 25,956 26,747 △791

個別 25,694 26,628 △933

(億円)(億円未満切り捨て)

28
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セグメント情報29

【売上高】

【セグメント損益】

(億円)(億円未満切り捨て)

2017年度 (A) 2016年度 (B)
増減
(A-B)外部顧客への

売上高
外部顧客への
売上高

外部顧客への
売上高

発電 10,976 475 9,862 294 1,113 180

電力ネットワーク 7,446 857 7,329 507 117 350

販売 26,338 25,279 24,526 23,441 1,812 1,837

その他（※） 7,061 1,921 7,101 1,792 △40 128

合計 28,533 26,035 2,497

2017年度
(A)

2016年度
(B)

増減
(A-B)

発電 382 612 △230

電力ネットワーク 552 350 201

販売 381 511 △129

その他（※） 71 △85 156

営業利益 1,388 1,389 △1

(億円)(億円未満切り捨て)

※ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、当社の原子力部門、管理間接部門、その他の連結子会社等を含んでおります。
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連結キャッシュ・フロー

2017年度
(A)

2016年度
(B)

増減
(A-B)

営業活動によるキャッシュ・フロー ➀ 4,241 3,350 890

投資活動によるキャッシュ・フロー ② △3,444 △3,602 157

財務活動によるキャッシュ・フロー ③ △886 210 △1,097

現金および現金同等物の増減額 ①+②＋③ △90 △40 △49

フリー・キャッシュ・フロー ➀+② 796 △251 1,048

(億円)(億円未満切り捨て)

30



再生可能エネルギー固定価格買取制度における収支影響31
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再エネ発電事業者
（発電）

お客さま
（利用）

費用負担調整機関（一般社団法人 低炭素投資促進機構）

電気事業者

再エネ特措法納付金
2,767億円（＋432億円）

買取費用（他社購入電力料）
2,922億円（＋453億円）

再エネ特措法賦課金
2,767億円（＋432億円）

回避可能
買取に伴う焚き減らし効果

＜2017年度実績 ※（ ）内は前期差＞

再エネ特措法交付金
2,273億円（＋239億円）
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個別 連結

【経常利益】 【純利益】

△ 1,500

△ 1,000

△ 500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

個別 連結

1,350億円(連結)

経常利益・純利益の推移

（億円） （億円）

（年度）

1,150億円(個別)
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（見通し） （見通し）

（年度）

1,000億円(連結)

850億円(個別)
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キャッシュフローの推移（連結）

（億円）

（年度）

5,391

4,497

1,768
2,276 2,037

4,768

5,624

3,350

4,241

3,200

△ 2,423

△ 3,360

△ 2,470

△ 3,306
△ 2,666 △ 2,827

△ 3,079

△ 3,602

△ 3,444

△ 4,200

2,967

1,136

△ 702
△ 1,029

△ 628

1,940

2,544

△ 251

796

△ 1,000

△ 6,000

△ 4,000

△ 2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

営業CF 投資CF FCF
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（見通し）
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資金調達および有利子負債残高の推移

 浜岡原子力発電所停止後3カ年で1兆5,000億円程度の長期資金を調達

 2018年度の長期資金の調達計画は、700億円程度

 2018年度の有利子負債残高は、連結で3兆円程度、個別で2兆9,000億円程度の見通し

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

社債

800

その他

700

700

8,200

5,260

2,100

1,200 1,300

（億円）

（年度）

3,900

34

1,5001,500

2,470

（計画）

【資金調達（個別）】 【有利子負債残高】

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

個別 連結

（見通し）

（億円）

（年度）

2018年度
調達計画

700

2019/4時点※

2兆3,000億円程度(個別)

※2019/4 既存火力発電事業等の
JERAへの統合直後の見込み

2019/3末
2兆9,000億円程度(個別)

2019/3末
3兆円程度(連結)

2019/4時点※

2兆4,000億円程度(連結)
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20.0

25.0

30.0

35.0

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

個別 連結

【格付取得状況(長期格付)】

Moody’s R&I JCR

A3 A+ AA

【自己資本比率】 【D/Eレシオ】

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

個別 連結

2019/3末

2.0倍程度（個別）

財務体質の推移・格付け

（%） （倍）

（年度） （年度）
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（見通し） （見通し）

2019/4時点※

33%程度(連結)

2019/3末

28%程度(個別)

2019/4時点※

31%程度(個別)

2019/4時点※

1.6倍程度（個別）

2019/4時点※

1.4倍程度（連結）

2019/3末

1.7倍程度（連結）

※2019/4 既存火力発電事業等の
JERAへの統合直後の見込み

2019/3末

30%程度(連結)
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（見通し） （見通し）

6%程度(個別・連結)

（年度）
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2017年度 目標

域内 電気新料金メニュー申込み件数 141万件 ―

域外

首都圏での販売電力量 52億kWh 2020年代後半で年間300億kWhに拡大

首都圏での電力販売申込み件数 21万件 2018年度内に30万件獲得

ガス

ガス・LNG販売量 86.3万t 2020年代後半で年間300万tに拡大

ガス料金メニュー申込み件数 11.7万件 2018年度内に20万件獲得

カテエネ会員数 195万会員 ―

販売状況について37



参考データ（２）：経営関連
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再生可能エネルギー導入拡大への対応（電動車用電池のリユース）

2018年度：蓄電池システムの実証を開始
2020年度：発電出力約1万kW・電池1万台相当分を導入予定

蓄電池
システム

回収電池

HV EV PHV

再エネ

事業所（工場等）

発電所

蓄電池システムの活用例

単体として性能が低下した電池であっても、
多数を組み合わせることにより、リユースが可能

変電所

充電

放電

太陽光発電

火力発電等

（発電量）

（時間）

【①：需給調整への活用】

太陽光発電が十分に発電
される日中の時間帯
⇒供給余剰分を充電

夜間等の時間帯
⇒充電された電池を活用

【②：周波数変動対応への活用】

放電
（時間）

充電
（発電量）

供給余剰分

再エネによる出力変動を
蓄電池の充放電により吸
収し、周波数変動を抑制

需要

 再生可能エネルギーの導入拡大による電力系統のさまざまな課題に活用するため、トヨタ自動車と協働
し、電動車用電池をリユースした大容量蓄電池システムの構築に向けた実証を新たに開始します。

新たな時代の安定供給

38
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【国内発電事業（新設・リプレース）】
両社の知見・技術を結集させて、火力発電所の新設・リプレースを推進し、競争力の向上と地球温暖化問題への対応を両立します。
新たに創設される国内の電力市場等において、公正な競争活動を展開し、健全な市場育成を実現します。

地点名(燃種) 出力 運転開始年度

常陸那珂(石炭) 65万kW 2020年度

五井(LNG) 約234万kW 2022～2023年度

姉崎(LNG) 約195万kW 2022～2023年度

横須賀(石炭) 約130万kW 2023年度

(50Hzｴﾘｱ)

JERAにおける取り組み①

成長に向けた事業基盤の強化と持続的な成長の実現

【既存火力発電事業等のJERAへの統合対象資産】

統合する対象資産 中部電力 東京電力FP

資
産

火力発電
事業

既存火力発電所 10箇所※1 15箇所※2

発電容量※3（万kW） 2,341 4,296

発電電力量※4（億kWh） 1,102 1,902

燃料受入・
貯蔵・送ガス事

業

LNG基地
自社基地：3箇所※5

共同基地：1箇所※6

自社基地：２箇所※7

共同基地：２箇所※8

タンク容量（万kL） 193 298

払出量※4(万トン) 1,277 2,257

関係会社
子会社 2社※9 6社※10

関連会社 2社※11 4社※12

※1：新名古屋、四日市、知多、武豊、西名古屋、渥美、知多第二、川越、碧南、上越
※2：富津、千葉、五井、姉崎、袖ケ浦、横浜、横須賀、川崎、南横浜、東扇島、大井、品川、

常陸那珂、鹿島、広野
※3：2018年1月1日時点の発電容量
※4：2016年度実績値
※5：川越LNG基地、四日市LNGセンター、上越LNG基地
※6：知多LNG共同基地

※7：富津LNG基地、東扇島LNG基地
※8：袖ケ浦LNG共同基地、根岸LNG共同基地
※9：知多エル・エヌ・ジー株式会社、知多桟橋管理株式会社
※10：バイオ燃料株式会社、東電フュエル株式会社、東京臨海リサイクルパワー株式会社、

川崎スチームネット株式会社、南双サービス株式会社、扇島都市ガス供給株式会社
※11：霞桟橋管理株式会社、愛知衣浦バイオ株式会社
※12：君津共同火力株式会社、鹿島共同火力株式会社、相馬共同火力発電株式会社、

常磐共同火力株式会社(持分法適用会社のみ)

39



Copyright © CHUBU Electric Power Co.,Inc. All Right Reserved.

【燃料事業（調達・上流・輸送・トレーディング）】
世界最大級の調達規模やトレーディングを活用し、最適なポートフォリオを形成し、今後の事業環境の変化にも柔軟に対応できる燃料調達を実現します。

2016年7月時点 2030年度

短期・スポット契約
500万t

長期契約
（既契約分）

3,500万t
長期契約

（既契約分）
1,500万t

■短期・スポット契約で調達

■長期契約で調達
上流権益獲得を並行して検討

組み合わせにより、
最適なポートフォリオを形成※

○LNGの最適ポートフォリオ形成のイメージ 取扱規模の変動要因

エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策

外販拡大

発電効率
向上

※調達数量の弾力性に優れた短期・スポット契約と経済性・安定性に
優れた長期契約を組み合わせて調達

【海外発電事業】
海外で発電やエネルギーインフラ事業を展開することで、新興国の経済成長と環境負荷の低減を支えるとともに、新たな収益源を獲得します。

2017年1月 (米国) クリケット・バレーガス火力IPP事業への参画 海外発電事業を承継した後、新規に参画する初めてのプロジェクト。

2017年2月 (インド) 再生可能エネルギー発電事業の展開
インドのReNew社の一部株式を取得。
再エネを含めた最適な発電事業ポートフォリオの構築を目指す。

2017年10月 (米国) リンデンガス火力IPP事業への参画
参画実績のある国や地域では、出資比率を高め、従来以上に主体的に関与していく。
先進的なニューヨーク州の卸電力市場での知見も獲得する。

JERAにおける取り組み②

成長に向けた事業基盤の強化と持続的な成長の実現

2016年12月
(石炭) EDF Tradingとのグローバル石炭トレーディング事業の

実施にかかる最終合意

事業統合によって、JERA子会社であるJERA Trading(以下、JERAT)は
太平洋および大西洋地域において年間約6,000万トンの石炭現物取引を行う
世界最大級の石炭トレーディング会社となる。

2017年10月 (LNG) マレーシアLNG社とのLNG売買に関する基本合意
最適なLNG調達ポートフォリオの構築によって、事業環境変化への柔軟な対応と、
競争力ある調達に努める。

2017年12月
(LNG) EDF TradingとのLNGポートフォリオの最適化の

実施にかかる基本合意
JERATがスポットや短期のLNG市場における一元的な窓口となり、
JERAおよびEDFTのLNGポートフォリオの最適化を行う。
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お客さまに選ばれ続けるエネルギーサービスの提供（首都圏での事業拡大）

中部電力の

経営資源・ノウハウ
大阪ガスの

経営資源・ノウハウ

コージェネレーションや
空調の遠隔制御による省エネ

工業用バーナー等の
オーダーメイド開発による
生産性向上ソリューション

安心・安全を
お届けする

ガス保安ノウハウ

ガス機器のビッグデータ
分析を活用した

新サービス・予防保全

お客さまと
生産設備を作りこむ

開発一体型ソリューション

IoT技術を活用した
見える化や改善提案

豊富なコンテンツを
有するWebサービス

首都圏での
電力販売実績・ノウハウ

電気事業の特性
需要密度にかかわらずエリアの隅々まで

あまねく安定的な電気をお届け

ガス事業の特性
お客さまとの密接な接点を通じて、

機器やサービスをご提供し、安全を確保

［ご家庭のお客さま］電力やガスの最適利用による快適で便利な暮らしを提供

［法人のお客さま］ 電化技術や燃焼技術を駆使し経済性・環境性に優れたビジネスソリューションを提供

さらに、IoT技術を活用したサービス等を通じて、暮らしやビジネスに役立つ「新たな価値」を創出し、

エネルギー事業者の枠を超えた新たなビジネスモデルの構築・サービスの提供を目指します。

会社名
株式会社
ＣＤエナジーダイレクト

設立
予定日

2018年4月2日

資本金
17.5億円
中部電力：50%

大阪ガス ：50%

事業内容
首都圏における電力・ガス
および暮らしやビジネスに
関わるサービスの販売事業

＜設立記者会見＞

 当社は、電力･ガスおよび暮らしやビジネスに関わるサービスの販売事業を行う新会社を大阪ガスと共同で
設立します。

 両社の電気事業・ガス事業で培ってきた経営資源、事業ノウハウを融合し、首都圏において最大限に活用す
ることで、ご家庭や法人のお客さまにご提供する価値を最大化し、社会に貢献していきます。

成長に向けた事業基盤の強化と持続的な成長の実現
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新しい成長の確立（新しいコミュニティの形の提供に向けた具体的な取り組み）

さまざまな「新しいコミュニティの形」を提供

• 都市部の新しいコミュニティづくりに

子どもたちや高齢者が安心して生活できる安全な

まちづくり

•人口減少が進む地方都市に

再生可能エネルギーの地産地消による地域経済の

活性化

移動データや再生可能エネルギーを活用した経済

的かつ低炭素な地域交通

コミュニティサポートインフラの構築による魅力

あるまちづくり

•学校等の地域コミュニティに

移動データの連携により、子どもたちの登下校の

様子をスマートフォンで見守り

リアルタイムでの安全な交通ルートの発信、子ど

もたちの誘導

•仕事と子育ての両立を図る家庭に

家庭内のデータを活用、宅内機器の遠隔操作によ

る子どもたちのケアや見守り

•離れて住む家族に

離れて暮らす家族間で電気をシェア

家庭内データや医療データの連携により、遠く離

れた地域に住む両親の健康を見守り

•遠く離れた個人と個人に

遠く離れた個人のニーズとマッチングし、太陽光

発電の余剰電力を個人間で手軽に取引

移動データ

家庭内データ

電力・ガス
販売データ
気象データ

ヘルケア関連
データ

…

データプラットフォーム

再エネの有効利用

交通の要所での公共施設の
複合開発、エネルギーマネジメント

公共施設・庁舎

蓄電池・EVの経済的運用
街の要所における

生活者の移動情報把握
街の要所をつなぐ

自動・ EVオンデマンド交通
外出先からの
自宅の様子を確認

サービス提供を通じて、データを拡大

個人

さまざまなデータを活用し、
個人の生活の質の向上を図るサービス

複数の社会インフラをつなぎ、
進化させることによる地域へのサービス

コミュニティの
課題解決に
つながるサービス

エネルギーインフラを、複数の社会インフラや
お客さま設備とつないだ双方向の「コミュニ
ティサポートインフラ」に進化

センサ、カメラ等を搭載した
次世代型の電柱
（スマートポール）

データ
提供

当社以外の企業によるデー
タ活用・サービス提供

データプラットフォームに
蓄積したデータを活用した
サービス

個人

生活の質の向上
を図るサービス

他社データ
サービス提供を通じて、データを拡大

エネルギーマネジメントサービス

 複数のお客さまのエネルギーリソース

をIoT技術でつなぎ、エネルギーの

効率的な利用を可能にします。

スマートポール

 電柱にセンサーや通信機器等のICT

機器を設置し、得られたデータを活

用し、新たな地域サービスをご提供

します。

ご家庭向けIoTサービス

 家庭内のデータをIoT機器を用いて

収集・活用し、暮らしを豊かで

快適にするサービスをご提供します。

自治体との関係強化

 愛知県豊田市や長野県飯田市な

どの自治体と検討し、様々なコミュニ

ティや住民の皆さまの生活の質の向

上につながる地域サービス創出に取

り組みます。

成長に向けた事業基盤の強化と持続的な成長の実現
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【電源設備の出力構成】

原子力

水力

石油

LNG

石炭

※他社受電を含む

 国のエネルギーミックスを踏まえ、「S+3E」の観点から、原子力、火力、再生可能エネルギー等の多様な電源を、
設備の経年にも配慮しながらバランスよく組み合わせて最適な電源構成を目指します。

26%

27%

3%

22～

24%

20～

22%

2030

出所：「長期エネルギー需給
見通し小委員会」資料

【参考】 国の長期エネルギー
需給見通しにおける電源構成

26% 24%

46%
57%

4%

2%9%

15%

5%
3%

6%

3% 卸電力取引所、その他※4

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2010 2017

石炭

LNG

（原子力）

将来

非化石電源
を拡大 （再生可能

エネルギー）

再エネ

石油

LNG

石炭

バランスの取れ
た水準で活用

原子力

【発電・調達電力量の構成】

FIT

再エネ※3

水力※2

地球環境に配慮
しながら活用

石油

LNG

石炭

※1 融通・他社受電を含む ※2 3万kW以上
※3 水力3万kW以上、FIT電気を除く
※4 日本卸電力取引所(JEPX)からの調達、他社から調達している電気で発電所が特定できないもの

ＥＳＧ経営の推進（Ｅ：発電・調達電力量の構成）

環境変化に即応できる事業体制・経営基盤の構築
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 パリ協定における日本の目標として、政府は温室効果ガス削減目標（2030年度に26%削減）および、その実現のための
原子力発電と再生可能エネルギーを合わせた比率（非化石電源比率（2030年度に44%）を定めています。

 電気事業全体で、2030年度の排出係数目標を0.37㎏ｰCO2/kWhに設定しました。
 この目標を達成するため、当社は、火力発電設備の効率化を実施するとともに、 CO2排出量の削減に大きく寄与する原子力

発電を継続的に活用していく等、様々な取り組みを行っています。

【中部電力のCO2排出原単位の推移・見通し（CO2クレジット反映前）】

浜岡原子力発電所停止
西名古屋7号
運転開始

武豊5号
運転開始

バイオマス混焼により
石炭を専焼する場合に比べて
CO2排出量を削減

排出原単位目標
0.37kg-CO2/kWh

（2030年度）2005 2010 2016（年度）

(kg-CO2/kWh)

新名古屋
8号運転開始

上越運転開始

再生可能エネルギーの
導入拡大等によりさらに削減

浜岡原子力発電所の
活用により削減

ＥＳＧ経営の推進（Ｅ：ＣＯ２排出量の削減）

環境変化に即応できる事業体制・経営基盤の構築
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ＥＳＧ経営の推進（Ｅ：火力発電設備の熱効率向上）
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出力(発電端) 237.6万kW（118.8万kW×2）

熱効率 62%程度（低位発熱量基準）

使用燃料 LNG

運転開始
2017年9月（7-1号）
2018年3月（7-2号）

運転開始による効果

 LNG消費量
年間50万t削減

 CO2排出量
年間140万t削減

出力(発電端) 107万kW

熱効率 46%（低位発熱量基準）

使用燃料 石炭・木質ﾊﾞｲｵﾏｽ燃料

木質
ﾊﾞｲｵ
ﾏｽ
燃料

種類 木質ﾍﾟﾚｯﾄ

混焼率 約17%（発熱量比）

年間使用量 約50万t

ﾊﾞｲｵﾏｽ発電電力量 約12億kWh/年

西名古屋火力発電所７号系列

武豊火力発電所５号機

運転開始による効果

 安定・安価な
ベースロード電源の確保

 CO2排出量
年間90万t削減
（石炭の専焼との比較）

※専焼・混焼含め
て１ユニットでの
発電電力量

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

５号機
（107万kW）

▼18/1 準備工事着手

▼18/3 着工(工事計画書届出)

▲18/4 工事開始

▽22/3 運開

△21/7火入れ

2022年度

［武豊火力発電所 建設工事進捗状況 ］

国内最大級のバイオマス発電電力量※

44.94

46.08 46.21
45.79 45.98

46.78

47.42
47.73 47.94 48.07

48.94

43.9
44.3

44.9 44.9 44.9 44.9
45.3

46.1
46.6

43.0

44.0

45.0

46.0

47.0

48.0

49.0

50.0

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

中部 10社平均※

※電力10社平均は「電気事業における環境行動計画」（電気事業連合会統計委員会）による値

(%)

環境変化に即応できる事業体制・経営基盤の構築

7-1号は、世界最高
効率(2018年3月時
点)のコンバインドサ
イクル発電設備とし
て世界記録認定を
受けました。

ＴＯＰＩＣＳ

【火力発電所の総合熱効率の推移（低位発熱量基準）】
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当社 (参考)グループ会社

水
力

稼働中 196地点：545.9万kW 秋神：0.029万kW(’16年度)

予定
清内路：0.56万kW(’22年度)
安倍川：0.71万kW(’22年度)
1地点 ：0.19万kW(’23年度)

さこれ：0.038万kW(’18年度)
甘酒：0.053万kW(’18年度)

風
力

稼働中 御前崎：2.2万kW 15.0万kW

予定 － －

太
陽
光

稼働中
ﾒｶﾞｿｰﾗｰいいだ ：0.1万kW
ﾒｶﾞｿｰﾗｰしみず ：0.8万kW
ﾒｶﾞｿｰﾗｰかわごえ：0.75万kW

22.3万kW

予定 －
6地点： 2.0万kW(’18年度)
7地点：13.1万kW(’19年度)

バ
イ
オ
マ
ス

稼働中 木質ﾊﾞｲｵﾏｽおよび下水汚泥の混焼
多気ﾊﾞｲｵﾊﾟﾜｰ：

0.67万kW(‘16年度）

予定
四日市火力発電所
バイオマス発電設備：4.9万kW

CEPO半田バイオマス：
4.5万kW(’19年度)

合
計

稼働中 549.75万kW 587.749万kW

予定 6.36万kW 24.051万kW

新奥泉水力発電所

清内路水力
（2022年度）

［㈱シーテック］
さこれ水力

（2018年度）

新奥泉水力
（2018年3月運転開始） 安倍川水力

（2022年度）

風力発電

【案件概要】

発電形態：着床式洋上風力発電

サイト ：秋田県秋田港湾区域及び

能代港湾区域

(合計約730ha)

発電規模：想定合計出力14.5万kW

(秋田港6.5万kW,

能代港8.0万kW)

事業期間：20年（予定）

【サイトマップ】

秋田県秋田港および能代港洋上風力発電事業の
開発可能性調査（共同実施）

 

 

秋田港

能代港

一般水力 維持流量発電 （ ）営業運転開始予定年度

水力発電の開発地点

（注)共同事業は持分計上。 （2018年3月末時点）

ＥＳＧ経営の推進（Ｅ：再生可能エネルギーへの取り組み）

環境変化に即応できる事業体制・経営基盤の構築

発電所建屋

水圧鉄管
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ＥＳＧ経営の推進（Ｅ：コネクト＆マネージ）

時間

運用容量

想定潮流

運用容量(N-1)

再エネ等接続量拡大のイメージ

緊急時用に容量の一部
は使用せずに確保

送電線に流れる電気の量
（潮流値）

最大潮流(想定)

緊急時用に
空けている容量

Ｎ－１電制
送電線等の故障時に発電機出力を瞬時に制限することを前
提に、送電線に流すことができる電気の量（運用容量）を
拡大

ノンファーム型接続
運用容量超過時に発電機出力を制限することを前提に、空
容量があるときに送電線の利用を許容

コネクト＆マネージとは
既存の送電線を最大限活用し、一定条件を付けた上で再
生可能エネルギー等の接続を認める制度であり、多くの電
源が接続できるとともに、接続にかかる費用軽減が図れる。

空容量 空容量

【中部エリア内の再生可能エネルギー導入実績】

(万kW)

◆太陽光 ◆風力

220.6

366.8
504.8

608.3
686.7

0
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2014.3 2015.3 2016.3 2017.3 2018.3

太陽光

20.8 21.2 23.8
31.0 30.8

0

10

20

30

40

2014.3 2015.3 2016.3 2017.3 2018.3

風力

(万kW)

 当社は、再生可能エネルギーをはじめとしたより多くの電源を送電線に接続できるよう、発電機の運転にあわ
せて電気の流れを想定(想定潮流)したうえで、故障した場合に備えて緊急時用に空けている容量を活用する取り
組み(N-1電制)を始めています。

 今後、さらなる有効活用として、空容量があるときに送電線を利用する取り組み(ノンファーム型接続)の検討を
進めていきます。

環境変化に即応できる事業体制・経営基盤の構築

47



Copyright © CHUBU Electric Power Co.,Inc. All Right Reserved.

当資料取扱上のご注意

当資料に記載の将来の計画や見通し等は、現在入手可能な情報に基づき、計画のもとになる前

提、予想を含んだ内容を記載しております。

これらの将来の計画や見通し等は、潜在的なリスクや不確実性が含まれており、今後の事業領域を
取りまく経済状況、市場の動向等により、実際の結果とは異なる場合がございますので、ご承知おきいた
だきますようお願い申し上げます。

また、当資料の内容につきましては細心の注意を払っておりますが、掲載された情報の誤りおよび当資
料に掲載された情報に基づいて被ったいかなる損害についても、当社は一切責任を負いかねます。
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